
ｕ－Ｊａｐａｎ政策パッケージ 工程表

２００４年１２月
総 務 省



1

地上デジタルの全国展開（親局）

以下の４つの重点戦略について、成果目標・スケジュールを明記した工程表を策定

u-Japan政策パッケージ(1)： ユビキタスネットワーク基盤整備

全
て
の
特
別
区
・
政

令
指
定
都
市
・
県
庁

所
在
地
で
、
シ
ー
ム

レ
ス
な
環
境
を
実
現

有
線
・無
線
の
シ
ー

ム
レ
ス
な
ア
ク
セ
ス

環
境
の
整
備

電波開放戦略の着実な推進

ＩＰインフラの高度化

通信・放送の連携

都
市
と
地
方
の
格
差
解

消
（
デ
ジ
タ
ル
・
デ
ィ
バ

イ
ド
・
ゼ
ロ
）
の
実
現

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
基
盤

の
全
国
的
整
備

競争政策の推進

デジタル放送の推進

ブロードバンドのディバイド解消

１
０
０
億
個
端
末
の

協
調
制
御

実
物
系
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
確
立

ITS・ＧＩＳの創造的活用

電子ﾀｸﾞ･ｾﾝｻｰﾈｯﾄ・ﾈｯﾄﾛﾎﾞｯﾄの
技術開発

ユビキタス端末（脱ＰＣ化）の技術開発

電
子
商
取
引
の

市
場
規
模
を
倍
増

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
・

コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン

の
基
盤
整
備

電子商取引の基盤整備

異業種ﾈｯﾄﾜｰｸ間の相互運用性確保

ユビキタスプラットフォームの開発

移動通信ｼｽﾃﾑ、無線アクセスシステム等の高度化、利用拡大に向けた周波数の再配分

電波利用料制度の見直し

セキュアネットの基盤技術開発

情報家電ＩＰｖ６化、ＩＰｖ６移行の実証実験

トラヒックの分散や通信品質の確保等を可能とするＩＰバックボーン技術の研究開発

地上デジタルの完全移行（２０１１年まで）

携帯端末向け放送やサーバ型放送等の高度なサービスの実用化推進

競争評価の実施（対象領域を一巡） 競争評価の実施活用（政策への反映）

地域公共ﾈｯﾄﾜｰｸ全国整備、次世代地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発、全国公共ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ上における公共ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ展開

基盤法改正の検討

電子タグの利活用技術の研究開発（食、医療等）、ｾﾝｻｰﾈｯﾄの基盤技術確立

ＵＨＦ帯等の周波数使用の制度化

自律的移動支援、セキュリティセンサー、食のトレーサビリティ等の実証実験

ネットワークロボットの基盤技術（リモート制御技術、コミュニケーション技術等）を確立

タイムスタンプの技術開発及び制度化に関する検討

Ｗｅｂサービス技術の開発・実証実験

政府電子商取引基盤の整備

固定・移動の融合（ＦＭＣ）促進

シームレス接続技術、マルチモーダルアクセス技術、ｱﾄﾞﾎｯｸﾈｯﾄﾜｰｸの開発、光技術、ＱｏＳ保証技術の開発

第４世代移動通信システムの推進

役務利用放送制度に基づく伝送路共有の促進、地上デジタル放送の高度利活用の推進

地域情報化の推進

ＩＴＳ・ＧＩＳの高度化推進

宅内情報化の推進、電力線搬送通信の検討

ネットワークの高信頼性確保

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

地上デジタルラジオの推進

衛星デジタル放送への完全移行

光ブロードバンド網の整備等

２
０
１
０
年
ま
で
に
国
民
の
１
０
０
％
が
高
速
ま
た
は
超
高
速
を
利
用
可
能
な
社
会
に

新たな接続料算定方式の検討・決定

通信・放送融合技術開発の促進

超高速インターネット衛星の研究開発

ケーブルテレビ施設の整備

地域提案型ＩＣＴ事業の推進

Ｗｅｂサービスの普及促進

電子商取引において使用されるメタデータの標準化

政府・企業間の電子商取引の普及推進

標準化されたメタデータの普及促進

情報家電のネットワーク化
情報家電のＩＰv６化、相互接続の推進、ホームネットワークの標準化の推進

ユニバーサルアプライアンス（万能端末技術、異機種コミュニケーション技術）の研究開発

ユニバーサルプラットフォーム（自然言語技術、知識情報処理技術、コンテンツ創造・流通技術）の研究開発

10テラビット級の光ルータ等の研究開発 光パケットスイッチングによるペタビット級ネットワーク技術の研究開発

ユビキタスＩＴＳに関する研究開発及び実用化の推進



2

産
業
全
体
の
生
産
性

を
２
割
向
上

Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
よ
る

先
行
的
社
会

シ
ス
テ
ム
改
革

ＩＣＴを活用した社会・経営革新の啓発

ＩＣＴ利活用を促す制度改革

専
門
的
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材

を
１
５
０
万
人
に

Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材

活
用

高度なＩＣＴ人材の育成

以下の４つの重点戦略について、成果目標・スケジュールを明記した工程表を策定

u-Japan政策パッケージ(2)： ICT利活用の高度化

リテラシー・教育改革

ＩＣＴ・セキュリティ人材の研修支援

ＩＣＴ専門職大学院設立等支援・コンソーシアム設立

若手先端ＩＣＴ研究者育成

大学入試、教員試験等における情報科目の導入の検討

市民参加の促進 ＩＣＴまちおこしの仕掛け人・ＮＰＯのネットワーク化

ユビキタスラーニング基盤の開発・実証

国家公務員のﾃﾚﾜｰｸ導入推進

医療情報化の推進（標準化）

レガシーシステムの段階的見直し

戦略的なＩＣＴ利活用によるｿﾘｭｰｼｮﾝ等の蓄積 ﾍﾞｽﾄﾌﾟﾗｸﾃｨｽの普及啓発

コ
ン
テ
ン
ツ
の
市
場

規
模
を
２
倍
に

コ
ン
テ
ン
ツ
の
創
造
・

流
通
・利
用
促
進

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞの構築・利活用推進

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂの流通・決済等の
環境整備

権利クリアランスの実証実験等の成果普及・実ビジネス展開支援

著作権制度の見直し検討

デジタルシネマ技術の開発推進

文化遺産オンラインの推進、Ｗｅｂ情報のアーカイブ化の促進等、各種アーカイブの利活用促進

魅力あるコンテンツの創造 地域コンテンツの強化 コンテンツに係るファイナンス環境の整備

電子政府・電子自治体の推進

、教育コンテンツの開発促進

電子政府の推進（オンライン利用促進等）・電子自治体の推進

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

ＩＣＴベンチャーの創出支援 ＩＣＴベンチャー資金支援

ＩＣＴベンチャー政府調達の拡大

２
０
１
０
年
ま
で
に
国
民
の
８
０
％
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
は
課
題
解
決
に
役
立
つ
と
評
価
す
る
社
会
に

高
齢
者
の
ネ
ッ
ト

利
用
率
を
３
倍
に

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ

イ
ン
の
導
入
促
進 高齢者・障害者のＩＣＴ利活用

支援体制の構築

マルチメディアブラウジング技術の開発

ガイドラインのＪＩＳ化・国際提案
ユーザインタフェースの向上

情報アクセシビリティの確保
字幕番組等の普及方策の検討 新たな普及目標の制定・推進

高齢者・障害者向け通信・放送技術の研究開発助成等

研究会の開催 支援体制モデルの普及等

高度エージェント技術の開発
データマイニング、フィルタリング、ネゴシエーション等のエージェント基盤技術の実用化

次世代地域情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ開発、全国公共ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ上における公共ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ展開

研究会の開催 情報アクセシビリティを確保する体制のモデルの普及等

高度ＩＣＴ人材育成プログラム開発の実施

物流システムの改革 電子タグの利活用による実証実験推進

ソフトパワーを活用した日本ブランド
の確立

ポップカルチャーの展開支援 日本ブランド確立に向けた取組推進

日本発の放送コンテンツの内外流通促進

全省庁で導入 官民におけるテレワーク普及促進 （テレワーカー比率２割（就業者人口比）を目標）

遠隔医療の普及促進

ＩＣＴベンチャー連携推進

各府省の業務・システムの最適化（計画－実施－評価－改善）

ヒューマンコミュニケーション（ユーザ状況理解技術、個人適応化技術・ユニバーサル化技術）の研究開発

コンテンツ安心マークの導入 違法・有害コンテンツ対策の推進
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個
人
情
報

の
適
正
な

取
扱
い
の
確

保
と
徹
底

公
的
機
関
・事
業

者
の
保
有
す
る
個

人
情
報
保
護

サ
イ
バ
ー
テ
ロ

等
の
被
害
を
ゼ

ロ
に
す
る
高
信

頼
の
実
現

情
報
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
の

脆
弱
性

ＩＰインフラの高度化

トラヒックログ解析技術等の開発

各ISP間の情報共有やデータベースの整備

サイバーテロ対策等の国際連携

衛星通信技術の研究開発

九
割
の
ユ
ー
ザ
が
、
一
年

間
、
ウ
イ
ル
ス
等
の
被
害

を
経
験
す
る
こ
と
無
し
に

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

ウ
イ
ル
ス

ウイルス対策等に係る基盤技術の研究開発

事業者における運用支援策の検討

ウイルス等対策ソフトの普及促進

事業者によるウイルス等対策の支援

u-Japan政策パッケージ(3)：「ＩＣＴ安心・安全21戦略」①

以下の優先２１課題について、成果目標・スケジュールを明記した工程表を策定

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

一
般
ユ
ー
ザ
の

情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
意
識

情報セキュリティに関する知識の普及・啓発

セキュリティ技術開発・導入支援

ウイルス被害体験ページをはじめとするコンテンツの追加整備、セキュリティに関する検定の一般化

ウイルス等発生の即時把握化に係る基盤技術開発、ウイルス対策等に係る基盤技術の開発

ウイルス等対策ソフト組込の促進、ＯＳ・メールソフト等の多様化

事業者によるウイルス等駆除の促進、ウイルス等対策技術開発支援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
利
用

犯
罪
（詐
欺
）の

検
挙
件
数
を
半
減

電
子
決
済

の
安
全
性

電子署名・認証の普及啓発

高度認証技術の研究開発

ネ
ッ
ト
利

用
悪
質
商

法
の
増
加

２
０
１
０
年
ま
で
に
国
民
の
８
０
％
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
安
心
感
を
得
ら
れ
る
社
会
に

個人情報保護法､行政機関個人情報保護
法､独立行政法人等個人情報保護法､個人
情報保護ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの適正かつ厳格な執行

職員・従業者及び委託先への監督の徹底

民間団体による事業者の個人情報保護の
推進（安全管理措置等）

法の施行（4/1）

職員・従業者に対する教育研修の徹底、職員・従業者及び委託先に対する適切な監督

認定個人情報保護
団体の設立・認定

保有個人情報・個人データの適切な管理の徹底（ｱｸｾｽ管理、持ち出しの制限、不正ｱｸｾｽの防止等）、開示請求等への適切な対応

認定個人情報保護団体による適切な苦情処理の実施等

架空請求対策

苦情・相談受付窓口の充実・強化

周知啓発の推進

電気通信消費者相談センター、地方総合通信局における苦情・相談受付窓口の充実・強化

パンフレット、ポスター、ホームページ等を通じた具体的手口及び対応策等に関する周知啓発の推進

携帯電話事業者による本人確認の徹底等

情報家電ＩＰｖ６化、ＩＰｖ６移行の実証実験

トラヒックの分散や通信品質の確保等を可能とするＩＰバックボーン技術の研究開発

基盤技術の開発 高精度化技術の研究開発

情報共有システムの整備 データベースの拡充・整備

サイバーテロ関連情報の共有体制の構築等、国際共同取組の推進

課題の抽出と支援策の検討

一般ユーザ向けセキュリティ対策技術の開発と導入支援施策の促進

法の普及啓発

高度な認証機能を具備するサービスプラットフォーム技術の研究開発

超高速衛星通信技術・移動体衛星通信技術の研究開発

全国での電子署名・認証普及啓発セミナーの開催等普及啓発の推進
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受
信
す
る

迷
惑
メ
ー
ル

を
週
に
数
件

以
下
に

u-Japan政策パッケージ(3)：「ＩＣＴ安心・安全21戦略」②

デ
ジ
タ
ル

財
の
著
作

権
保
護

事業者による違法ファイル交換対策を支援

国際的海賊版対策施策の実施

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

Ｉ
Ｃ
Ｔ
分
野
の

科
学
技
術
倫
理

の
認
知
度
向
上

情
報
技
術
の
研
究

開
発
に
お
け
る

科
学
技
術
倫
理

二
次
利
用
市
場
（ブ
ロ
ー
ド
バ

ン
ド
、
モ
バ
イ
ル
、
放
送
）を
一

次
利
用
市
場
の
５
割
に
拡
大

コ
ン
テ
ン
ツ

の
二
次
利

用
の
不
足

コンテンツ利用者の普及・啓発

利用と権利保護の両立に向けた取組強化

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞやﾓﾊﾞｲﾙ利用の拡大促進

パブリックドメインの仕組構築と普及促進

コンテンツ版バイ・ドール条項の徹底

ＩＣＴ分野における技術者側・利用者側双
方の倫理についての意識醸成

新技術の盗撮等への悪用を阻止する利
用制度の検討、技術的解決の推進

ＩＣＴ分野の研究開発におけるPLAN・
DO・SEEへの倫理的視点の反映

デジタル表現の場と機会の増加のための検討、著作権教育の推進、マルチユースに向けた意識の向上

社
会
資
本

整
備
に
お
け

る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
優

先
度

ＩＣＴ分野への予算重点配分のＰＲ

ＩＣＴインフラ整備の国際比較
都
市
と
地
方
の
格
差
解

消
（デ
ジ
タ
ル
・デ
ィ
バ

イ
ド
・ゼ
ロ
）
の
実
現

高
度
サ
ー
ビ
ス

の
地
域
格
差

ブロードバンドサービスの格差解消

携帯電話の格差解消

地上デジタル放送の格差解消

衛星通信の高度化

２
０
１
０
年
ま
で
に
国
民
の
８
０
％
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
安
心
感
を
得
ら
れ
る
社
会
に

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄ憲章の制定､WSISへのインプット

利用制度の検討・技術的な対応の推進 新技術に対する国際的に連携した対応

迷
惑
メ
ー
ル

政府による効果的な法執行

電気通信事業者による自主的対応

技術的解決策による受信回避

利用者の啓発推進

国際協調の推進 諸外国政府等との国際協調の枠組み検討・実施

フィルタリングサービスや迷惑メール対策ソフトウェア等の効果的な利用の促進

送信者認証技術の導入・普及促進 その他迷惑メール受信回避技術の開発・導入・普及促進

電気通信事業者間の連携・自主的対応の推進

特定電子メール法の見直し 見直し結果に基づく着実な法執行及び継続的な法執行の在り方の検討

枠組み等に基づく国際協調策の更なる推進

不正なファイル交換への対応、ＰｔｏＰの仕組みの在り方検討、コピープロテクション不正解除への対応

官民協力した取り組みの強化、放送新条約議論の加速（ＷＩＰＯ）、二国間協力の推進、海賊版対策条約議論への対応

技術開発・成果普及

実証実験を通じた技術開発支援、現状把握・利用拡大のための方策検討、コンテンツ業界との連携強化

パブリックドメインの仕組構築、普及促進

手続整備、実施促進

知
的
財
産

戦
略
の
不

足

「知的財産推進計画２００４」の遂行

企業における知的財産戦略の策定支援

コンテンツ輸出の支援

知的財産２００４対応、その後の対応等

創造活動促進のためのビジネスモデル確立

海外展開支援、海賊版対策推進、日本発の放送コンテンツの内外流通促進

次期知的財産推進計画への対応

知財専門家の育成

次期知的財産推進計画への対応

ケーブルテレビ施設整備の支援

加入者系光ファイバ網の全国整備

携帯電話不感地域の解消

地上デジタル放送の高度化の推進

大容量衛星通信技術の研究開発

ＩＣＴ分野の戦略的重要性の対外的ＰＲ（経済財政諮問会議、科学技術会議等）

世界最先端の評価

科学技術普及基本計画への反映

定期的な国際比較の実施

実ビジネス展開
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専
門
的
Ｉ
Ｃ
Ｔ
人
材
を

１
５
０
万
人
に

高
度
な
Ｉ

Ｃ
Ｔ
人
材

の
不
足

高度なＩＣＴ人材の育成

ＩＣＴベンチャーの創出支援

教
育
に
お

け
る
Ｉ
Ｃ

Ｔ
利
活
用

ＩＣＴ専門教育の改革

授業におけるﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ環境の整備

教育における高度ＩＣＴの利活用促進

u-Japan政策パッケージ(3)：「ＩＣＴ安心・安全21戦略」③

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

青
少
年
の

発
育
へ
の

影
響

モバイルフィルタリング技術の
開発・実現

コンテンツ安心マークの導入

ＩＣＴ・セキュリティ人材の研修支援

ＩＣＴ専門職大学院設立等支援・コンソーシアム設立

若手先端ＩＣＴ研究者育成

大学入試、教員試験等における情報科目の導入の検討

ユビキタスラーニング基盤の開発・実証

ＩＣＴベンチャー助成

ＩＣＴベンチャー成功モデルの類型化

教育での高速ﾈｯﾄﾜｰｸ環境の整備、ＩＣＴを使って指導できる教員の育成

教育における地上ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送の活用方策の検討 全国公共ブロードバンドネットワーク上における教育アプリケーション展開

地
方
公
共

団
体
の
業

務
標
準
化

データの標準化

共同アウトソーシングの促進

業務システムフレームワークの統一

電
子
政
府

の
利
便
性

ワンストップサービスの推進等

電
子
政
府
・
電
子
自
治
体
に

お
け
る
利
用
者
満
足
度
の

向
上

電
子
自
治

体
の
格
差

解
消

地方の公共的ＩＣＴインフラ整備の支援

地域情報化推進体制の強化

公的個人認証ｻｰﾋﾞｽの普及促進

２
０
１
０
年
ま
で
に
国
民
の
８
０
％
が
Ｉ
Ｃ
Ｔ
に
安
心
感
を
得
ら
れ
る
社
会
に

医
療
分
野
に

お
け
る
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
の

あ
り
方

医療関連の情報ｾｷｭﾘﾃｨ･ﾎﾟﾘｼｰ策定

医療ﾃﾞｰﾀへのｱｸｾｽ管理技術の徹底

医療向けｾｷｭﾘﾃｨ基盤の向上

遠
隔
医
療
の
件
数
を

５
倍
に

医
療
に
お
け
る

Ｉ
Ｃ
Ｔ
利
活
用

電子カルテの普及促進

医療施設間の超高速ネットワーク化

電子タグ等の活用による安価、安心、安
全な医療の実現

遠隔医療・在宅医療の普及促進

電子ｶﾙﾃ等の医療用法ｼｽﾃﾑ等の標準化・相互運用基盤の構築、ﾀｲﾑｽﾀﾝﾌﾟ等を用いた電子ｶﾙﾃの長期保存

患者医療情報の連携活用システムの構築

雛形の策定 周知の徹底

アクセス管理技術（認証基盤）の向上

全国公共ブロードバンドネットワーク上における医療アプリケーションの展開、遠隔診断・治療システムの高度化、整備

医療施設の患者医療情報に関するセキュリティ基盤の向上

超高精細画像伝送技術の実用化 オンデマンド型光ネットワーク制御技術の研究開発

電子タグを活用したｻﾌﾟﾗｲ･ﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄの開発、整備 ユビキタス医療技術の研究開発（管理業務のＩＣＴ化の促進）

次世代地域情報プラットフォームの開発・普及促進

官民連携組織の設立、自治体ＣＩＯの育成、地域情報化ナレッジベースの構築

高度ＩＣＴ人材育成プログラム開発の実施

携帯電話端末を活用したﾕﾋﾞｷﾀｽ電子申請等新たな活用方策の提示 利便性・信頼性等を向上させる方策の研究

地域公共ネットワークの全国整備、全国公共ブロードバンドネットワーク構築

コンテンツ安心マークの導入 違法・有害コンテンツ対策の推進

e-Govによるﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの仕組みを整備

電子政府ポータルサイトの整備・充実
業務・システムの最適化

行政手続の電子化促進

電子自治体業務システムの開発 共同運用の促進

ＸＭＬタグ等の標準化の推進

情報通信行政に係る許認可業務処理システムの最適化の推進

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄ憲章の制定､WSISへのインプット

ＮＰＯ等と連携したＩＣＴマナー等の普及運動

モバイルフィルタリング技術の研究開発 フィルタリングの普及促進
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10テラビット級の光ルータ等の研究開発

u-Japan政策パッケージ(４)： その他横断的な施策

国
際
戦
略

◆アジア・ブロードバンド計画の推進

わ
が
国
の
国

際
的
プ
レ
ゼ

ン
ス
の
強
化

欧米各国・国際機関との連携強化

ＷＳＩＳ（世界情報社会サミット）への貢献

ＩＴＵ等における標準化活動の強化

ＥＰＡ／ＦＴＡの推進

国際社会に対する情報発信力の強化

◆国際的な連携の推進

各種国際会議等におけるわが国ICTの積極的アピール

韓国・比・馬・タイ等との交渉 その他の国との交渉

二国間定期協議／WTO・OECD・APEC・APT・ITUとの連携

ITU・ASTAP（APT)等での標準化への貢献

東京ﾕﾋﾞｷﾀｽ会合、ﾁｪﾆｽ会合

２００５ ２００６ （暦年）２００７ ２００８ ２００９ ２０１０

以下の２つの横断的な重点戦略について、成果目標・スケジュールを明記した工程表を策定

ア
ジ
ア
を
世
界

の
情
報
拠
点
と

す
る

アジア各国との協力関係の構築

ネットワーク・インフラ整備の推進

アプリケーション導入、コンテンツ流通、

基盤技術開発の推進

ＩＣＴ分野の人材育成の推進

アジアのすべての人々がブロードバンドへアクセス（重点的に推進）

アジアの１０カ国以上との協力関係の構築

（重点的に推進）

電子政府、遠隔教育、遠隔医療等のブロードバンド・アプリケーションの導入・普及、デジタルコンテンツの流通推進、
アジア・ブロードバンド・プラットフォームの構築

3,000人の人材育成（重点的に推進）

世
界
に
先
駆
け
た
ユ
ビ
キ
タ
ス

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術
の
実
用
化

技
術
戦
略

◆ユビキタスネット社会に向けた研究開発戦略
（一部再掲）

◆標準化の推進

次世代ネットワーク（NGN）等の国際標準化

国際標準化提案支援等の標準化活動の強化

ユニバーサル・コミュニケーション技術

競争的資金の充実等、産官学連携体制の強化

光パケットスイッチングによるペタビット級ネットワーク技術の研究開発

ユビキタスネットワークアーキテクチャ、ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発

ＥＴＳ－Ⅷ、ＷＩＮＤＳ、準天頂衛星等の研究開発 次世代衛星通信の技術開発

ITU-T等におけるユビキタスネットワーク関連技術の国際標準化

日本発の優れた技術の国際標準化を積極的に支援

新世代ネットワーク技術

研究推進体制の更なる拡充

第４世代移動通信システム、ユビキタスＩＴＳ、ギガビットクラス超高速無線ＬＡＮの技術開発

地域研究開発力の強化 研究成果の活用・技術移転の推進

ユニバーサルアプライアンス（万能端末技術、異機種コミュニケーション技術）の研究開発

ネットワークセキュリティ基盤技術の研究開発

次世代ＩＰバックボーン技術の研究開発、IPインフラの高度化に向けたＩＰｖ６移行実証実験、

電子タグ・センサーネットワークの利活用技術、ネットワークロボット技術の研究開発

安全安心のためのICT

ユニバーサルプラットフォーム（自然言語技術、知識情報処理技術、コンテンツ創造・流通技術）の研究開発

量子暗号技術等の研究開発量子情報通信ネットワーク技術の研究開発

ヒューマンコミュニケーション（ユーザ状況理解技術、個人適応化技術・ユニバーサル化技術）の研究開発


